
平成 13年 3月期    個別中間財務諸表の概要 平成 12年 11月 21日

上   場   会   社   名       クリナップ株式会社 上場取引所 東

コード番号       7955 本社所在都道府県

問合せ先  責任者役職名 常務取締役経理部長 東京都

　　　　  氏　        名　　　　　　　　　　　　　　小川  健 TEL (03) 3894 - 4771
中間決算取締役会開催日　　平成 12年 11月 21日 中間配当制度の有無　　有

中間配当支払開始日　　      平成 12年 12月 1日

１. 12年 9月中間期の業績（平成 12年 4月 1日 ～ 平成 12年 9月 30日）
(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　　  売   上   高   　 営　業　利　益 　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

12年 9月中間期 44,944 15.8 2,066 639.5 2,228 625.6
11年 9月中間期 38,826 △ 2.5 279 - 307 -
12年 3月期 84,351 1,738 1,798

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 681 644.4 13.92
11年 9月中間期 91 - 1.87
12年 3月期 485 9.93
(注)①期中平均株式数    12年 9月中間期 48,942,374 株   11年 9月中間期 48,942,374 株   12年 3月期 48,942,374 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

12年 9月中間期 5.00 －
11年 9月中間期 5.00 －
12年 3月期 － 10.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

12年 9月中間期 75,320 48,860 64.9 998.32
11年 9月中間期 73,220 48,145 65.8 983.72
12年 3月期 73,591 48,295 65.6 986.78
(注)期末発行済株式数    12年 9月中間期 48,942,374 株   11年 9月中間期 48,942,374 株   12年 3月期 48,942,374 株

２. 13年 3月期の業績予想（ 平成 12年 4月 1日  ～  平成 13年 3月 31日 ）
　 　　  売   上   高 　　経　常　利　益 　当　期　純　利　益  １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 90,000 4,000 1,400 5.00 10.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   28 円 61 銭 
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９．個別中間財務諸表等

(1)中間貸借対照表

（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

平 成 １ ２ 年 平 成 １ １ 年 平 成 １ ２ 年

９月３０日現在 ９月３０日現在 ３月３１日現在

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

資 産 の 部 ％ ％

[流 動 資 産］ ［ ４６，２３６ ］ ［ ４２，８０６ ］ [ ４４，２３９ ］61.4 58.5

現 金 及 び 預 金 ９，１１０ １４，２２６ １０，８６９

受 取 手 形 １４，７３３ １１，６３５ １３，５５６

売 掛 金 １２，６０２ １０，６０９ １２，８２５

有 価 証 券 ２，５８１ １，２３３ ２，８２３

製 品 及 び 商 品 ４，６５７ ２，６５９ １，９６８

原 材 料 ７３８ ７２３ ６９７

仕 掛 品 １９６ １９８ １９４

貯 蔵 品 ６２ ５７ ６９

繰 延 税 金 資 産 ３６１ ３８９ １６０

未 収 入 金 ７６４ ６５１ ７２９

その他の流動資産 ４９８ ４８０ ４０５

貸 倒 引 当 金 △ ７３ △ ５９ △ ５９

[固 定 資 産］ ［ ２９，０８３ ］ ［ ３０，４１３ ］ [ ２９，３５１ ]38.6 41.5

（有 形 固 定 資 産） （ １９，５９５ ） （ ２０，１０４ ） （ １９，３３６ ）26.0 27.4

建 物 ７，８６４ ８，０３８ ７，８４５

構 築 物 ４５６ ５０５ ４６８

機 械 及 び 装 置 ３，６５４ ４，１５９ ３，８３２

車 両 運 搬 具 １４ １４ １２

工具・器具及び備品 ９８３ １，２５３ １，０３６

土 地 ６，５０７ ６，１２５ ６，１２５

建 設 仮 勘 定 １１４ ７ １７

（無 形 固 定 資 産） （ １，６７３ ） （ １，６９４ ） （ １，７０３ ）2.2 2.3

借 地 権 ４９ ４９ ４９

ソ フ ト ウ ェ ア １，５２１ １，５４３ １，５５３

その他の無形固定資産 １０２ １０１ １００

（ ） （ ７，８１４ ） （ ８，６１３ ） （ ８，３１１ ）投資その他の資産 10.4 11.8

投 資 有 価 証 券 ２，２９２ ２，３６１ ２，０７４

子 会 社 株 式 ４８３ ５２３ ５２３

長 期 貸 付 金 １，４７６ １，２２５ １，３２８

長 期 差 入 保 証 金 ２，２７８ ２，２３５ ２，２３７

長 期 前 払 費 用 ４２９ ５６６ ５１５

繰 延 税 金 資 産 ３７１ ４６２ ４４８

そ の 他 の 投 資 等 １，１３８ １，５８５ １，５２１

貸 倒 引 当 金 △ ６５５ △ ２２４ △ １８９

投 資 損 失 引 当 金 － △ １２２ △ １４７

資 産 合 計 ７５，３２０ ７３，２２０ ７３，５９１100.0 100.0



- 3 -

（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

平 成 １ ２ 年 平 成 １ １ 年 平 成 １ ２ 年

９月３０日現在 ９月３０日現在 ３月３１日現在

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

負 債 の 部 ％ ％

［流 動 負 債］ ［ ２０，７７１ ］ ［ １１，０７０ ］ ［ １２，３３５ ］27.6 15.1

買 掛 金 ６，１３６ ４，９６７ ５，５５９

短 期 借 入 金 ４８０ ６５０ ５１０

1 年以内返済予定の長期借入金 １，５６１ ８６１ １，６８１

1 年以内償還予定の社債 ６，５００ － －

未 払 金 ３，３３７ ２，８０７ ２，７８７

未 払 法 人 税 等 ７９４ １００ ３７７

未 払 消 費 税 等 １７７ １６７ ２８４

未 払 費 用 ８４ ８９ １４６

前 受 金 ５７４ ４６５ ２１３

預 り 金 ３３ ３９ ３０

賞 与 引 当 金 １，０９１ ９２０ ７４３

［固 定 負 債］ ［ ５，６８８ ］ ［ １４，００４ ］ ［ １２，９６１ ］7.5 19.1

社 債 － ６，５００ ６，５００

長 期 借 入 金 ３，９１４ ５，４７６ ４，２８０

長 期 預 り 金 １，２８１ １，２６６ １，２８１

退 職 給 付 引 当 金 ９０ － －

役員退職慰労引当金 ４０２ ７６１ ８９９

負 債 合 計 ２６，４５９ ２５，０７４ ２５，２９６35.1 34.2

資 本 の 部

［資 本 金］ ［ １３，２６７ ］ ［ １３，２６７ ］ ［ １３，２６７ ］17.6 18.1

［法 定 準 備 金］ ［ １３，３５２ ］ ［ １３，３０２ ］ ［ １３，３２７ ］17.7 18.2

資 本 準 備 金 １２，３５１ １２，３５１ １２，３５１

利 益 準 備 金 １，０００ ９５１ ９７５

［剰 余 金］ ［ ２２，１１１ ］ ［ ２１，５７５ ］ ［ ２１，７００ ］29.4 29.5

特 別 償 却 準 備 金 ３６ ４４ ４４

固定資産圧縮積立金 ３４ ３７ ３７

別 途 積 立 金 １９，８００ １９，８００ １９，８００

中間(当期)未処分利益 ２，２４０ １，６９３ １，８１９

（ （ ６８１ ） （ ９１ ） （ ４８５ ）うち中間(当期)純利益）

［ ］その他有価証券評価差額金 ［ １２８ ］ ［ － ］ ［ ］0.2 － －

資 本 合 計 ４８，８６０ ４８，１４５ ４８，２９５64.9 65.8

負 債 ・ 資 本 合 計 ７５，３２０ ７３，２２０ ７３，５９１100.0 100.0
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(2)中間損益計算書

（単位：百万円 単位未満切捨）

期 別 当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

自平成１２年４月 １日 自平成１１年４月 １日 自平成１１年４月 １日

至平成１２年９月３０日 至平成１１年９月３０日 至平成１２年３月３１日

科 目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額

営 ％ ％営 業 収 益 ４４，９４４ ３８，８２６ ８４，３５１

業 売 上 高 ４４，９４４ ３８，８２６ ８４，３５１100.0 100.0

経 損 営 業 費 用 ４２，８７８ ３８，５４７ ８２，６１３

益 売 上 原 価 ２８，７４０ ２５，１７６ ５５，７２３63.9 64.9

常 の １４，１３７ １３，３７０ ２６，８９０販売費及び一般管理費 31.5 34.4

部 営 業 利 益 ２，０６６ ２７９ １，７３８4.6 0.7

損 営 ６９２営 業 外 収 益 ５５７ １，１４５1.6 1.4

業 １７３ ６８ １１３受取利息及び配当金

益 外 仕 入 割 引 ２３９ ２０８ ４３９

損 そ の 他 の 収 益 ２７８ ２８０ ５９１

の 益 営 業 外 費 用 ５３０ ５２９ １，０８４1.2 1.3

の 支 払 利 息 ６６ ７５ １４７

部 部 売 上 割 引 ２２９ ２０５ ４１６

そ の 他 の 費 用 ２３４ ２４８ ５２１

経 常 利 益 ２，２２８ ３０７ １，７９８5.0 0.8

特 別 利 益 １７７ １２７0.4 0.3 ８２

固 定 資 産 売 却 益 ５ － －

投資有価証券売却益 ２４ ５４ ７４

特 － ６５ －投資有価証券評価損戻入額

投資損失引当金戻入額 １４７ ７ ７

別 特 別 損 失 １，１５２ １５０ ６６８2.6 0.4

過 年 度 役 員 退 職 慰 労 １１０ １１０ ２２１損 引 当 金 繰 入 額

退職給付会計導入に伴う ２０８ － －益 会計基準変更時差異償却費

固定資産売却除却損 ７４ ２２ ７８

の 投資有価証券売却損 １９ ０ ３

投資有価証券評価損 ２ － ５７

部 子 会 社 株 式 評 価 損 ３９ － －

投資損失引当金繰入額 － － ２５

た な 卸 資 産 処 分 損 － － １５４

従 業 員 特 別 退 職 金 ９ － ７１

役 員 退 職 慰 労 金 １６７ － －

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 ３８０ － －

ゴルフ会員権評価損 １２３ － －

西暦 年対応費用 － １３ ４７2000

そ の 他 の 特 別 損 失 １６ ３ ９

税引前中間（当期）純利益 １，２５４ ２８３ １，２１２2.8 0.7

法人税、住民税及び事業税 ７８５ ４０ ３３１1.8 0.1

法 人 税 等 調 整 額 △ ２１２ △ １５２ ３９５0.5 0.4

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 ６８１ ９１ ４８５1.5 0.2

前 期 繰 越 利 益 １，５５９ ５４１ ５４１

過 年 度 税 効 果 調 整 額 － １，００４ １，００４

税効果会計適用に伴う積立金取崩額 － ５６ ５６

中 間 配 当 額 － － ２４４

中間配当に伴う利益準備金積立額 － － ２４

中間（当期）未処分利益 ２，２４０ １，６９３ １，８１９
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(3)中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．資産の評価基準および評価方法

( ）たな卸資産1

製品及び商品・原材料・仕掛品については、総平均法による原価法によっております。

貯蔵品については、最終仕入原価法による原価法によっております。

( ）有価証券2

子会社株式および関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

その他有価証券

時価のあるもの

中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております ）。

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法

( ）有形固定資産1

建物（建物附属設備を除く ）は定額法、建物以外については定率法により償却を行っております。。

( ）無形固定資産2

定額法により償却を行っております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

３．引当金の計上基準

( ）貸倒引当金1

一般債権については貸倒実績率により 貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、 、

回収不能見込額を計上しております。

( ）賞与引当金2

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当中間期に対応する見込額を計上しております。

( ）退職給付引当金3

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の見込額に基づき、

当中間期末において発生していると認められる額を計上しております。なお、会計基準変更時差異( 百2,087

万円）については５年間で償却し、当中間期は年間償却額の１／２を特別損失として処理しております。

( ）役員退職慰労引当金4

役員の退職慰労金の支給に備えるため 当社内規に基づく中間期末要支給見積額を引当計上しております、 。

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理してお

ります。

５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．ヘッジ会計の方法

( ）ヘッジ会計の方法1

金利スワップについては、ヘッジ会計の要件を満たしており、さらに想定元本、利息の受払条件および契

約期間がヘッジ対象となる借入金と同一であるため特例処理を採用しております。

( ）ヘッジ手段とヘッジ対象2

借入金を対象とした金利スワップであります。

( ）ヘッジ方針3

当社の内部規程である「デリバティブ取引実施要領」にそって、金利変動リスクをヘッジしております。
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７．消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

【追加情報】

（退職給付会計）

当中間期から退職給付に係る会計基準（ 退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書 （企業会計審議会「 」

平成 年６月 日 ）を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付費用が10 16 ）

９０百万円増加し、経常利益は１２０百万円増加し、税引前中間純利益は８８百万円減少しております。

また、企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引当金に含めて表示しております。

（金融商品会計）

当中間期から金融商品に係る会計基準（ 金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書 （企業会計審議会「 」

平成 年１月 日 ）を適用し、有価証券の評価方法、貸倒引当金の計上基準、ゴルフ会員権の会計処理につ11 22 ）

いて変更しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益は５７百万円、税引前中間純

利益は３７７百万円それぞれ減少しております。なお、金利スワップについては、特例処理を適用しております

が、これによる損益の影響はありません。

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し 「その他有価証券」のうち１年以内に満期の到来す、

るコマーシャル・ペーパー、マネー・マネージメント・ファンド、中期国債ファンドは、流動資産の有価証券と

して、それら以外は投資有価証券として表示しております。

その結果、流動資産の有価証券は１５７百万円減少し、投資有価証券は１５７百万円増加しております。

（外貨建取引等会計基準）

当中間期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（ 外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書 （企「 」

業会計審議会 平成 年 月 日 ）を適用しております。この変更による損益の影響はありません。11 10 22 ）
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【注記事項】

（中間貸借対照表関係） （単位：百万円 単位未満切捨）

項 目 当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

１．子会社に対する債権債務

短期金銭債権 ４４１ ３６７ ３７６

長期金銭債権 １，４７３ １，２２３ １，３２５

短期金銭債務 ２，７５３ ２，２１６ ２，２６７

２．有形固定資産の減価償却累計額 ２２，５８４ ２１，８１５ ２２，４１８

３．リース資産

中間貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により営業車両および事務機器等を使用してお

ります。

４．担保に供している資産

有形固定資産 １，７５４ １，８７０ １，７９９

５．中間期末日満期手形

中間期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当中間期の末日は金融機関の休日であったため、次の中間期末日満期手形が中間期末残高に含ま

れております。

受取手形 ７２３ － －

受取手形裏書譲渡高 ３９２ － －

６．保証債務 １９７ １７０ １７６

内 千 内ＨＫ＄ 千 内ＵＳ＄ 千I. LIR 33, 804 1, 035 130

ＳＧ＄ 千 ＵＳ＄ 千 千150 4 EURO 12

含む 含む Ａ＄ 千25

ＳＧ＄ 千47

含む

７．受取手形裏書譲渡高 ６，６７８ ５，３４８ ５，６２２

８．有価証券に含まれている自己株式数 ９３６株 ３６６株 ８９６株

及び中間貸借対照表計上額 ０ ０ ０

９．１株当たりの中間(当期)純利益 １３円９２銭 １円８７銭 ９円９３銭

（中間損益計算書関係） （単位：百万円 単位未満切捨）

項 目 当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

子会社との取引高

売 上 高 １４３ １０３ ２４０

仕 入 高 ７，８６４ ６，３８９ １３，５１５

その他の営業取引高 ３，６８５ ３，３４４ ６，８８１

営業取引以外の取引高 ３９１ ２８１ ５４５
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（リース取引関係）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

（単位：百万円 単位未満切捨）

項 目 当 中 間 期 前 年 中 間 期 前 期

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および中間期末（期末）残高相当額

工 具 ･ 工 具 ･ 工 具 ･

器具及び その他 合 計 器具及び その他 合 計 器具及び その他 合 計

備 品 備 品 備 品

取 得 価 額 相 当 額 1, 679 30 1, 709 1, 509 20 1, 530 1, 575 33 1, 609

減価償却累計額相当額 1 ,026 19 1, 046 778 16 794 956 19 976

中間期末(期末)残高相当額 652 10 663 730 4 735 618 14 633

（注）リース物件の取得 同 左 （注）リース物件の取得

価額相当額は、未経過リ 価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有 ース料期末残高が有形固

形固定資産の中間期末残 定資産の期末残高等に占

高等に占める割合が低い める割合が低いため、支

ため、支払利子込み法に 払利子込み法により算定

より算定しております。 しております。

（２）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

１ 年 内 ３０８ ３４３ ３１１

１ 年 超 ３５４ ３９２ ３２１

合 計 ６６３ ７３５ ６３３

（注）未経過リース料中 同 左 （注）未経過リース料期

間期末残高相当額は、未 末残高相当額は、未経過

経過リース料中間期末残 リース料期末残高が有形

高が有形固定資産の中間 固定資産の期末残高等に

期末残高等に占める割合 占める割合が低いため、

が低いため、支払利子込 支払利子込み法により算

み法により算定しており 定しております。

ます。

（３）支払リース料および減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 １８２ １７４ ３６４

（減価償却費相当額）

（４）減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。


